
Ⅱ 新たな森林経営政策の確立に向けた対策

【森林経営政策 １３，９３５(１４，９６３）百万円の内数】

【森林・林業・木材産業づくり交付金 １３，２２２(９，６９２)百万円の内数】

対策のポイント
今後、人工林資源が主伐期を迎えるに当たって、主伐・更新による資源の

循環利用を通じて林業経営の安定を図ることが重要です。そのために必要な

調査・実証等に取り組みます。また、森林施業を集約化し、森林所有者の負

担軽減を実現できる林業経営体・事業体の育成を進め、国産材の安定供給体

制を確立します。

（我が国の林業経営を巡る状況等）

・今後１０年間で人工林の約６割が利用可能な高齢級の森林に移行します。

・今後、主伐期を迎えるに当たって、林業への再投資により森林資源の循環利用を担える林業

経営体・事業体を育成することが必要です。

・また、間伐が必要な森林が大宗を占める現状の下で、施業・経営の集約化により、利用間

伐により森林所有者の負担軽減を実現できる林業経営体・事業体を育成することが必要で

す。

政 策 目 標

○ 主伐・更新による人工林資源の循環利用を通じて安定的に林

業経営を担える林業経営体・事業体を育成

○ 提案型集約化施業の推進により、森林所有者の負担軽減を実

現できる林業経営体・事業体が平成２３年度までに私有林の８

割程度をカバーできる体制を構築

＜内容＞

１．林業経営の安定に向けた取組

（１）森林資源の循環利用によるビジネスモデルの構築

主伐収入と低コスト造林・保育等により、森林資源を循環利用するビジネスモ

デルを構築するための調査・実証を行い、主伐期を迎えるに当たっての林業経営

のあり方を検討します。

低コスト林業経営等実証事業 ２００（０）百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

（２）経営規模の拡大等による経営基盤の強化の促進

林業経営体・事業体による施業・経営の集約化、森林の取得による経営規模の

拡大などの取組に対して総合的に支援します。

【施業集約化・供給情報集積事業 ５２４（５９２）百万円】



【森林整備地域活動支援交付金 ５，４３７（７，２４７）百万円の内数】

【金融措置：株式会社日本政策金融公庫資金】

２．利用間伐により森林所有者の負担軽減を実現できる林業経営体・事業体の育

成

（１）森林所有者の負担軽減を実現できる林業経営体・事業体の育成

実行体制について第三者機関の評価を受けた林業経営体・事業体に対して、提

案型集約化施業の実施に必要なノウハウの蓄積、不測の事態が発生した場合のリ

スクの軽減を支援します｡また、高性能林業機械の導入等を支援し、提案型集約化

施業を的確に実施できる能力を有する林業経営体・事業体を育成します。

【集約化等経営支援対策事業 １，４５０（０）百万円の内数】

【森林・林業・木材産業づくり交付金 １３，２２２（９，６９２）百万円の内数】

（２）提案型集約化施業の面的拡大

市町村、林業事業体等からなる集約化促進協議会（仮称）を設置し、提案型集約

化施業の面的拡大を図ります。また、提案型集約化施業に取り組む林業経営体・事

業体に対する指導体制の強化や評価支援体制の確立を支援します。

【施業集約化・供給情報集積事業 ５２４（５９２）百万円】

【森林整備地域活動支援交付金 ５，４３７（７，２４７）百万円の内数】

（３）低コスト・高効率な作業システムの整備・定着

森林施業を効率的かつ効果的に実施するため、路網と高性能林業機械を組み合

わせた低コスト・高効率な作業システムの整備、定着等を推進します。また、効

率的な森林整備を支援する機械の開発・改良等を推進します。

【低コスト作業システム構築事業 １５３（２０２）百万円】

【森林整備効率化支援機械開発事業 １０１（１２３）百万円】

【がんばれ！地域林業サポート事業 ７０（１００）百万円】

３．「緑の雇用」等による担い手の育成

林業に必要な基本的な技術から、より効率的な作業に必要な低コスト作業システムな

どの技術に至るまで、新規就業者への研修を支援することにより、担い手の育成・定着

を進め、国産材の安定供給を推進します。

緑の雇用担い手対策事業 ６，０００（６，７００）百万円

補助率：定額

事業実施主体：全国森林組合連合会

［担当課：林野庁経営課 （０３－３５０１－３８１０（直））］


